
庄内町ゼロカーボン設備導入促進補助金　交付申請チェックリスト
記　入　日

申請者区分

氏名・事業者名・自治会名

住　　　所

電話番号（日中連絡の取れる番号）

【申請者の要件】
確認項目 内容 確認

住所要件 町内に住所を有する個人・事業者等・自治会等である ☐

町税等の滞納なし
申請者および同一世帯全員が町税等（個人は国保税含む）を滞納
していない

☐

他補助金との重複なし
定住応援住まいづくり補助金／集会施設整備補助金の交付を受け
ていない

☐

契約・工事着手前 契約締結前・工事未着手である（交付決定前に着工しない） ☐
他補助金の活用 やまがた未来くるエネルギー補助金の申請状況（任意） ☐
事業者の場合 庄内町商工会の会員であるか ☐

【補助対象設備の共通要件】
確認項目 内容 確認

町内設置 設備が町内に設置される ☐
使用建物 住宅・事業所・集会所に設置される ☐
所有者承諾 所有者が異なる場合、書面承諾がある ☐
商用化・導入実績 商用化され、導入実績がある設備である ☐
関係法令等遵守 関係法令等を遵守した設備である ☐

第三者認証
性能・安全性に関する第三者認証（JIS、JQA、JET、UL、CE等）
がある

☐

未使用品 新品である ☐
購入品 リース・レンタルでない ☐

J-クレジット等不登録

法定耐用年数までJ-クレジット等に登録しない
・エアコン　　家庭用　6年、業務用（建物附属設備）
　出力22kW以下13年、22kW以上15年）
・太陽光発電設備　17年
・LED照明（器具） 15年
・ペレットストーブ、薪ストーブ　６年
・地中熱熱源設備（ヒートポンプユニット） 22KW以下13年、
22KW
　を超える15年

☐

適切な維持管理 法定耐用年数まで維持管理する ☐

【設備別要件：太陽光発電システム】
確認項目 内容 確認

蓄電池同時導入 蓄電池設備と同時に導入する ☐

自家消費型
発電電力を自家消費し、余剰分のみ低圧配電線に逆流する方式で
ある

☐

発電量モニター
発電電力量および積算電力量を確認できるモニター等（純正モニ
ター・HEMS等）を設置

☐

施工業者（県内） 県内事業者による施工である ☐
施工業者（県内） 町内事業者による施工である ☐
電力受給契約 令和8年度内に受給開始日がある電力受給契約を締結する ☐

売電先
「山形県民みんなで地産地消電力買取プラン」登録の小売電気事
業者に売電する

☐

FIT/FIP不取得 FIT・FIP認定を取得しない ☐

【設備別要件：木質バイオマスストーブ】
確認項目 内容 確認

燃料要件 木質ペレット・薪等の木質バイオマス燃料のみを使用する ☐

第三者認証 EN、EPA等の第三者基準の認証を受けた設備、または同等性能 ☐

施工業者（県内） 県内事業者による施工である ☐

☐ 町内　　□個人　  ☐ 事業者 　 ☐ 自治会

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　代表者氏名

庄内町



【設備別要件：地中熱利用装置】
確認項目 内容 確認

空調 COP 空調装置：COP3.0以上 ☐
融雪 COP 融雪装置：COP3.0以上または同等性能（散水方式を除く） ☐
施工業者（県内） 県内事業者による施工である ☐

【設備別要件：高効率空調機器】
確認項目 内容 確認

効率向上（更新）
更新の場合：既存機器よりCO₂排出量20%以上削減
（しんきゅうさんの結果を提出すること）

☐

新設基準
新設の場合：省エネ基準達成率100%以上
（明確に確認できるカタログを提出すること）

☐

施工業者（町内商工会加入） 町内事業者（庄内町商工会加入）による施工 ☐

【設備別要件：高効率照明機器（LED）】
確認項目 内容 確認

更新 既存蛍光灯器具を撤去し、灯具ごとLED照明機器に更新する ☐

施工業者（町内） 町内事業者による施工 ☐

以下のいずれかの機能を有する
・スケジュール制御機能 ☐
・明るさセンサ定照度制御機能 ☐
・人感センサ在不在調光制御機能 ☐

【設備別要件：省エネ診断】
確認項目 内容 確認

経産省所管
経済産業省が所管する省エネルギー診断事業として実施される診
断である

☐

事業名 （記入欄）

【提出書類】
確認

☐

☐

☐

☐

☐

☐

☐

☐

☐

☐

環境防災課記載欄

申請者　町内在住、在所の確認 ☐

申請者　事業者の場合商工会加入の確認 ☐

申請者　納税状況の確認 滞納　　　　　　有　　・　　無 ☐

施工業者 町内業者である ☐

施工業者 県内業者である ☐

相手方登録の有無 　有　・　無　　　　有の場合　№ ☐

　②　補助金振込口座通帳の写し（表紙の裏）　生年月日記載

町税等納付状況確認及び個人情報の取得に関する同意書兼誓約書（様式第3号）

補助対象設備の設置に係る見積書及び内訳書の写し

申請者が法人その他の団体である場合は、定款又は規約の写し及び登記事項証明書（写し可）

その他、町長が必要と認める書類

　①　高効率空調の場合「しんきゅうさん」CO2排出量削減効果計算書

提出書類

補助対象設備導入計画書（様式第2号）

建物の所在を示す地図

補助対象設備の仕様及び能力等が分る資料（カタログ等）

補助対象設備設置前の写真(全景と型式番号わかる部分）

調光制御機能（事業者等）


